第１章　基本方針策定の背景

1  国際社会の状況

21世紀は「人権の世紀」と言われていますが、この言葉には、全人類の人権の尊重をめざし、過去、たゆみなく続けられてきた努力が報われ、一斉に開花し結実する世紀であってほしいという全人類の熱望が込められています。

さて、20世紀における二度にわたる世界大戦の教訓から、人類共通の課題としての世界平和を実現するため、国際連合は、昭和23年（1948年）12月10日、第3回国連総会において「人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認することは、世界における自由、正義及び平和の基礎である」と人権の尊重をうたった「世界人権宣言」を採択し、人権の国際基準を示しました。その後、この宣言で規定された権利に法的な拘束力を持たせるため、昭和41年（1966年）には「国際人権規約」が採択されました。

　さらに、「人種差別撤廃条約」、「女子差別撤廃条約」、「児童の権利条約」など多くの人権に関する国際諸条約の採択をはじめ、各種の宣言や国際年の設定など、人権尊重に向けた国際的な取組を実施し、今や人権の尊重が平和の基礎であるということが世界の共通認識となってきています。

２　国・県の状況

我が国においては、基本的人権の尊重を基本原理の一つとする日本国憲法の下で、人権に関する諸制度や諸施策の整備などさまざまな取組が行われてきました。

　平成9年（1997年）3月には、さまざまな人権問題を踏まえ、今後の人権擁護に関する施策の推進について、国の責務を明らかにするとともに、必要な体制を整備することにより、人権の擁護に資することを目的とした「人権擁護施策推進法」が施行され、同法に基づき設置された「人権擁護推進審議会」において、人権擁護に関する審議が行われ、平成11年（1999年）7月には「人権尊重の理念に関する国民相互の理解を深めるための教育及び啓発に関する施策の総合的な推進に関する基本的事項について」の答申が、さらに平成13年（2001年）5月には「人権救済制度の在り方について」の答申がそれぞれ出されました。　

また、平成12年（2000年）12月には、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行され、人権教育・人権啓発の推進は国の責務と規定され、地方公共団体に対しても、国と連携を図りつつ、人権教育・人権啓発を推進するよう規定されています。

このことを受けて、国では、平成14年（2002年）3月に人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための「人権教育・人権啓発に関する基本計画」が策定されました。県においては、平成14年（2002年）3月に「山口県人権推進指針」が策定されました。また、平成18年（2006年）4月には、人権施策の推進に必要な事項について審議する「山口県人権施策推進審議会」を設置し、その後、平成19年（2007年）6月には、人権に関する法律や諸制度の改正、関連分野における基本計画の策定等、社会情勢の変化等に呼応した対応を行うため、「山口県人権推進指針」の「分野別施策の推進」が改定されました。
３　本市の状況

本市においては、同和問題の早期解決に向けて、市民をはじめ関係団体等の理解と協力を得て、積極的に関係諸施策を推進してきました。その結果、生活環境等の基盤整備は大きく改善され、また、教育及び啓発活動の推進により市民の同和問題に対する理解も深まり、その成果は、全体的には着実に進展してきました。

こうした中、国の特別対策が、平成14年（2002年）3月をもって失効したことに伴って、平成17年（2005年）2月に「同和行政の総括」を行いました。

しかしながら、社会全体ではさまざまな人権問題が幅広く存在し、社会情勢の変化などに伴い人権に関する新たな課題も見られるようになってきています。
このような状況のなかで、幅広い人権課題に対応するための推進体制の充実強化を図るため、平成17年（2005年）10月に総合的かつ効果的な取組を推進する全庁的な組織として「人権施策推進連絡会議」を設置し、さらに、平成19年（2007年）10月には、市民の人権尊重の視点に立った人権施策の総合的な取組を推進するための市民、団体、企業等との協働による組織として「光市人権施策推進審議会」を設置しました。
今後、市民一人ひとりの豊かな人権感覚や人権意識の高揚を図り、基本的人権の尊重という普遍的視点に立って、市民、団体、事業者等と行政が一体となった人権擁護活動の推進が求められています。
第２章　基本方針の策定にあたって

1  方針策定の趣旨

　国際連合は、世界平和と安全の維持を主たる目的に昭和20年（1945年）10月24日に設立されました。昭和23年（1948年）12月10日には、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進のために「世界人権宣言」が採択されました。この宣言は、まさに真の「権利章典」としてすべての人が共有できる共通の人権基準であり、過去から現在、現在から未来へと受け継がれていく「人類共通の財産」であり、単なる宣言の域を超え、国際社会の慣習法的な基準として各国に受け入れられています。この宣言が採択されて以来、多くの人権関連条約の採択や国際年の設定など人権が尊重される国際社会の実現に向けて、さまざまな取組を進めてきました。

　我が国においても、基本的人権の尊重を基本原理の一つとする日本国憲法が昭和22年（1947年）に施行され、その憲法の下で、国政の全般にわたり人権に関する諸制度の整備や諸施策の推進が図られてきました。

　しかしながら、国際化、情報化の進展など社会情勢の変化、さらには、少子・高齢化の進行による家族形態や地域社会の変化により、新たな課題も発生しています。

　本市においても、これまで市民の人権を尊重するという視点に立って、あらゆる行政分野で諸施策を推進してきましたが、「市民一人ひとりの人権が尊重された心豊かな地域社会」の実現に向け、幅広い人権課題への対応や、より一層の人権尊重を踏まえた行政の推進など、本市における人権施策を総合的に推進するための基本方針を策定するものです。

２　方針の性格

　この方針は、市民一人ひとりの人権が尊重された心豊かな「人と自然がきらめく生活創造都市」の実現に向け、本市の人権施策を総合的に推進するための方向性や方策等を示すもので、「光市総合計画」に基づく部門別基本計画等の推進にあたっては、本方針の基本理念を尊重した取組を行います。

　

（1）市は、市民一人ひとりの人権を尊重した行政を推進するとともに、あらゆる行政分野で人権施策を総合的かつ効果的に推進するための方針とします。

（2）施策の推進にあたっては、市民、団体、企業等のさまざまな主体の参画と協働のもとに進めることが大切であり、各主体にあっては、この方針の趣旨を踏まえ、それぞれが主体者としての認識のもとに、自主的な取組が展開されることを望みます。

３　方針の期間

本方針の期間は、光市総合計画との整合性を図るため、平成22年度（2010年度）から平成28年度（2016年度）までの7年間とします。

なお、この方針に基づいた諸施策の推進にあたっては、一層の充実を図るため、人権問題に関する国や県等の動向や社会情勢の変化を踏まえ、必要に応じ弾力的に見直しを図ります。

　第３章　基本方針の基本的考え方

1  基本理念

すべての人々が人権を享有し、平和で豊かな社会を実現するためには、人権が市民相互の間において、尊重されることが必要です。
この方針においては、市民すべてが生涯にわたって、家庭、地域、職場、学校などあらゆる場において、自分の人格が尊重され、他人の人格を尊重して、自由で平等な生活を営むことができるよう、一人ひとりがかけがえのない尊いいのち（生命）の主体者であるという、人間尊重を基本的な考え方として、「市民一人ひとりの人権が尊重された心豊かな地域社会」の実現に向け、人権施策に関する総合的かつ効果的な取組を推進することを基本理念とします。
２　キーワード

基本理念に基づいたさまざまな取組を進めるため、「いのち（生命）」、「じゆう（自由）」、「びょうどう（平等）」をキーワードとして諸施策を推進します。
　
	いのち

（生命）
	　市民一人ひとりが、かけがえのない尊い「いのち」を大切にする地域社会の創造をめざします。

	じゆう

（自由）
	　市民一人ひとりが、自由で自立した生活のできる地域社会の創造をめざします。

	びょうどう

（平等）
	　市民一人ひとりが、社会の一員として等しく参加・参画できる地域社会の創造をめざします。


第４章　人権施策の推進

「市民一人ひとりの人権が尊重された心豊かな地域社会」の実現に向け、国及び県等と連携しながら諸施策を総合的かつ効果的に推進します。

　
１　人権教育・人権啓発の推進

国の人権擁護推進審議会の人権教育・人権啓発に関する答申（平成11年（1999年）7月）がなされ、これを受けて「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（平成12年（2000年）12月）が施行されました。この中においても、人権教育・人権啓発の重要性が指摘され、地方公共団体に対しても人権教育・人権啓発の積極的な推進が求められています。

本市は、これまでさまざまな人権問題に対する正しい理解と人権を尊重するための教育・啓発活動を推進してきましたが、今後は、さらにこれまでの取組の成果を踏まえ、家庭、地域、職場、学校などあらゆる場を通じて、人権尊重の理念に対する正しい認識や理解を深めるための人権教育及び人権啓発を推進します。
（1）人権教育の推進

すべての人々の基本的人権が尊重された社会の実現をめざす上で、教育の果たす役割は極めて重要です。

これまで、本市では学校をはじめ、家庭や地域、職場など、あらゆる場を通じて人権教育・人権啓発を進めてきました。

今日、人権の重要性が強調され、人権意識の高揚が求められる中で、基本的人権の尊重という普遍的視点に立ち、あらゆる場において、継続的に人権尊重の理念について理解を深めることが大切です。

したがって、今後とも、日本国憲法及び教育基本法の精神にのっとり、基本的人権が尊重されるよう「山口県人権推進指針」や同指針に基づき策定された「人権教育の推進にあたって」、「人権教育推進資料」等を踏まえ、人権教育を総合的かつ効果的に推進します。なお、推進にあたっては、地域の実情等を踏まえ、課題を明確にした取組を重視しつつ、推進体制の整備を図るとともに、指導者の育成や学習機会の充実など、人権施策の推進に努めます。

　　
　 ア　学校教育
（ア）現状と課題

学校は、生命を尊重する心、優しさや思いやりの心を育むための重要な役割を担っています。しかし、いじめや不登校などの課題があり、これらの課題を解決するためには、子どもの実態や学校の実情等を踏まえた対応が必要で、即座に解決することが難しいことも考えられます。
（イ）基本方針 
子どもの発達段階に即し、学校の教育活動を通して、人権尊重の視点に立った指導の充実を図り、一人ひとりを大切にする教育を組織的、継続的に推進します。
さらに、個に応じたよりきめ細やかな対応をしていくために、学校・家庭・地域社会の連携・協力の充実を図ります。
　　　　
イ　社会教育

（ア）地域社会

a 現状と課題

地域においては、人と人とのつながりが深まることによって、より地域力が高まっていくと考えます。そのつながりを深めていくためには、一人ひとりの人権尊重の理念に対する正しい認識や理解が大切であり、このことが地域社会全体の人権意識の高揚につながると考えます。
b 基本方針

　　　　　地域社会全体の人権意識の高揚をめざし、関係機関等との連携を図りながら、地域社会における学習機会の充実を図り、自主的な学習活動がより活性化するための条件整備の充実を図ります。
（イ）家庭

a 現状と課題

家庭は、生涯にわたって、人格の形成や人権感覚を身に付ける上で果たす役割は重要であると考えます。そのためには、家庭の教育力がより向上していくことが大切であると考えます。
　　　　b 基本方針

　　　　　家族がふれあう機会をつくったり、適切な情報の提供や相談体制の整備など、家庭への支援の充実を図ります。
（ウ）企業及び職場

a 現状と課題
　　企業等は、近年、地域社会の一員として、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことが求められています。そのためには、経営者や従業員の人権尊重の理念を基にした企業活動を行うことが重要であると考えます。
b 基本方針

  企業等が、人権が尊重された心豊かな地域社会の実現に向けて社会的責任の自覚を深め、経営者や従業員一人ひとりが人権問題に対する正しい認識をもち、人権意識の高揚を図ることができるよう支援の充実を図ります。
（2）人権啓発の推進

市民一人ひとりが、基本的人権の尊重と、さまざまな人権問題に対し、自分自身の課題として人権尊重の理念についての正しい理解を深め、人権を尊重することの重要性を認識するための幅広い啓発活動を積極的に推進します。
　

ア　現状と課題

人権は、私たちが社会で幸せに生活していくために必要な権利であり、自分の権利はもちろんのこと、他人の基本的人権をお互いに尊重しあうとともに、それを自分たちの手で守り育てていかなければなりません。

しかしながら、私たちの身の回りには、今なおさまざまな人権問題が幅広く存在しています。また、社会の変化に伴い新たな課題も発生している状況の中、行政や学校、家庭、地域、職場など、市民一人ひとりが自らの課題としてさらなる取組が求められています。

イ  基本方針

(ア) 全ての人々が基本的人権の尊重という普遍的視点に立って、さまざまな人権問題に対して自分自身の問題として認識し、人権尊重の理念についての理解が深まるよう啓発活動を総合的かつ効果的に推進します。
○ さまざまな人権問題の啓発とあわせ総合的な人権啓発活動を計画的に推進します。

○ 市民の共感が得られるための啓発内容や啓発手段について、市広報、テレビ、ラジオ、インターネット（ホームページ）などの広報媒体を活用した効果的な人権啓発を推進します。
○ 憲法をはじめ「世界人権宣言」や国際諸条約など人権に関する基本的な知識の習得を目的とした啓発を推進します。

○ ボランティア活動などの社会体験や自然体験、高齢者や障害者等との交流などの豊かな体験の機会の充実に努めます。

　　

(イ) 市民の人権尊重を図るための条件整備

○ 市民の自主的な学習活動のための施設環境の整備・充実に努めます。

○ 市民の自主的な学習活動のための学習教材、情報、資料提供等の支援に努めます。

○ 市民の人権意識の高揚を図るための講演会及び研修会の実施に努めます。

○ 職員の人権意識の高揚を図るための研修の充実を図ります。

○ 相談窓口体制の充実を図ります。

２　各人権課題の推進 

	女　　性


１　現状と課題 
少子高齢化の進行による家族形態や地域社会の変化、さらには、国際化、グローバル化、情報化の進展により、価値観やライフスタイルなど社会環境が多様化、高度化し、男女を問わず個性の発揮や自己表現への志向が高まっています。

こうした中、わが国では、男女の人権の尊重などを基本理念とする「男女共同参画社会基本法」が平成11年（1999年）に施行され、県においては、平成12年（2000年）に「山口県男女共同参画推進条例」が施行、また、平成14年（2002年）には「山口県男女共同参画基本計画」が策定されるなど、すべての人が性別に関わりなく個人として尊重され、能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現に向けた取組が進められてきました。

しかしながら、いまだに家庭や地域、職場、学校など、さまざまな場面で男女間格差や性別による固定的な役割分担意識などの問題が残っています。

本市では、平成19年（2007年）に「光市男女共同参画基本計画」を策定し、男女が互いの特性を認めあい、その人権を尊重し、個性や能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現に向けた基本的な方針を示しました。

この計画に基づき、今後、男女平等意識の醸成や配偶者等からの暴力の根絶に向けた仕組みづくり、働く場における男女共同参画の促進、さらには、男女共同参画を推進する体制の充実に努めることとしています。

２  基本方針
女性も男性も自らの意思で地域社会に参画し、性別に関わりなく、適切な役割分担のもとで、互いの個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現に向けて、各種施策を計画的に推進します。

（1）男女の人権の尊重
ア　男女が性別による固定的役割分担意識にとらわれず、個人として尊重される社会の形成のため、あらゆる機会を通じて男女共同参画の推進に努めます。
イ　男女間の暴力を根絶するための仕組みづくりや配偶者等からの暴力などに対する対策の推進、セクシャル・ハラスメントやパワーハラスメント防止対策の推進を図り、暴力を許さない意識の醸成を図ります。

（2）働く場における男女共同参画の促進

ア　関係機関と連携して職業能力の開発と向上を図り、就業機会の拡大に努めるとともに、事業主や企業等に対して男女間格差是正のための積極的改善措置（ポジティブアクション）の促進など、男女雇用機会均等法の普及・啓発に努めます。

イ　働く女性の増加に伴い、ワーク・ライフ・バランスの重要性の啓発や家事、育児、介護などを男女がともに担う環境づくり、子育て支援体制の充実に努めます。

（3）男女共同参画の実現に向けた推進体制の構築

ア  男女共同参画の推進は、家庭、地域、職場、教育などあらゆる分野における取組が必要なことから、市民、企業、各種団体等の関係機関との連携を図りながら、市民との共創と協働による推進を図ります。

イ　男女共同参画に関する施策は、市政のあらゆる分野にわたるため、全庁的な取組が必要なことから、各部局が情報の共有と連携の強化を図り、施策を計画的に推進していくための推進体制の充実に努めます。

	子  ど  も


１  現状と課題

我が国では、昭和23年（1948年）に「児童福祉法」が施行され、また、昭和26年（1951年）に「児童憲章」が制定され、その理念に沿って、次代の社会の担い手である児童の健全育成、児童の福祉の積極的な推進が進められてきました。

また、平成元年（1989年）に国際連合において採択された「児童の権利に関する条約」は、子どもは特別な保護を受ける存在であるとともに、自ら権利を行使する主体者としても位置付けられています。

こうした中、近年、少子化の進行、家族形態の変化、共働き家庭の増加などにより、子どもと家庭を取り巻く環境が大きく変化しており、本市においても、関係団体との緊密な連携のもとで、子どもの健全育成のための環境づくりを積極的に進めていく必要があります。特に、時には児童の生命に関わる事態に至るなど、社会的に深刻で大きな問題となっている児童虐待やいじめなどへの的確な対応が求められています。

全国的には、いじめにより児童生徒が自らその命を絶つという痛ましい事件が後を絶たないなど、いじめ問題への対応は、長年にわたる課題となっており、各学校における児童生徒のいじめ問題への対応については、喫緊の課題です。

このような背景を受け国では、平成18年度（2006年）からいじめの定義を「①一定の人間関係のある者から、②心理的、物理的な攻撃を受けたことにより、③精神的な苦痛を感じているもの」と明確にし、いじめの早期発見、早期対応に努めています。

本市においては、重大な事案は発生していないものの各学校において若干ながらいじめの実態は確認されており、決して看過できる状態ではありません。
今後も、平素の教育相談活動はもとより、スクールカウンセラーや診療カウンセラーによるカウンセリングの充実、いじめの未然防止に向けた子どものよりよい人間関係づくり及びそのための教職員の研修など、いじめの根絶に向けた学校を挙げた取組等を一層推進していく必要があります。

２  基本方針 
子どもの立場に立って、子どもを大切にしたまちづくりを推進するという基本方針のもとに、次のような施策を推進します。

（1）児童虐待の防止と早期対応

ア　平成18年（2006年）に設置した「光市要保護児童対策地域協議会」を中心として、児童相談所をはじめ、福祉・保健・医療・教育・警察などの関係機関の連携のもと、児童虐待の発生防止と発生時における迅速かつ的確な対応を図ります。

イ　「児童虐待防止マニュアル」の配布等を通じて、児童虐待の未然防止策や市民の通告義務などの普及・啓発に努めます。

ウ　児童相談所との連携のもと、相談窓口の一層の充実を図るとともに、児童委員などへの研修を図ることにより、地域と一体となった相談機能の充実を図ります。

（2）子どもの立場の尊重

ア　子どもの権利を擁護するため、「児童の権利に関する条約」の趣旨等について、さまざまな機会をとらえて普及啓発を図ります。

イ　いじめや児童虐待などの子どもの人権侵害の根絶に努めるとともに、子どもの人権を尊重した社会形成についての意識啓発に努めます。

（3）相談・支援体制の充実

ア　児童福祉法の改正を踏まえ、児童相談体制の整備を支援するとともに、困難事例等への対応を行うなど、適切な相談体制の充実を図ります。

イ　子どもの悩みやストレスを的確に受け止め、いじめや体罰等の防止に努めるとともに、被害児童生徒に対する心のケアのため、学校における教育相談体制を充実させ、スクールカウンセラーやスクールライフ支援員の配置などを進めます。

　　

	高 齢 者


１　現状と課題

わが国の平均寿命は飛躍的に延び、超高齢社会を迎え、介護を必要とする人の増加に伴い、介護する家族の負担が増大するなど、介護予防や健康づくりといった高齢者保健福祉の推進が大きな課題となっています。

こうした中、本市では、高齢者の生きがい対策や保健・福祉サービスの充実など、総合的な高齢者施策の推進に努めてきましたが、長い高齢期を健康で充実した日々を過ごすためにも、できる限り要介護状態に陥ることがないよう、介護予防を積極的に取り入れ、生活機能の維持向上や生活機能低下の早期発見・早期対応を行うための体制の充実が求められます。

また、支援や介護が必要な状態となっても、心身の状態の維持・改善や重度化防止を図ることで、住み慣れた地域で安心して生活が継続できるよう、地域とともに高齢者を支える体制づくりを構築することが必要です。
２  基本方針
「高齢者の誰もが　ひかり輝き　地域の和で支えあう　安心生活都市」を理念に、「高齢者の充実した生活の創造」「住み慣れた地域で高齢者を支える体制づくり」を基本目標として、高齢者施策を総合的に推進します。
（1）介護予防対策の推進

ア　生活機能の維持・向上のため、いきいきサロンや公民館など身近な場所で健康体操などの健康づくりを推進します。

　　イ　身体機能のみならず、認知症に伴う心身両面からの機能低下の早期発見・早期予防のための効果的な介護予防を推進します。
　　ウ　高齢者の自立を促し、本人の望む生活が送れるよう、要支援高齢者のニーズや身体機能などの状況に応じた介護予防プランの提供に努めます。
（2）高齢者支援体制の充実

　　ア　地域包括支援センターを中心に関係機関と連携を図り、あらゆる相談に包括的に対応できるワンストップ相談窓口としての体制を構築します。

　　イ　認知症高齢者や一人暮らし高齢者などが安心して暮らせるよう、地域で高齢者を支える総合的な地域見守りネットワーク体制の構築を目指します。

　　ウ　認知症による判断能力の低下、家族などからの虐待、あるいは消費者被害などで権利を侵害されている高齢者に対し、関係機関と連携を図り適切な支援を行います。
　　エ　認知症高齢者が尊厳を保ちながら住み慣れた地域で生活が送れるよう、相談・支援体制を充実するとともに、成年後見制度などの権利擁護事業の普及啓発や利用促進への支援を行います。
（3）介護サービスの充実

　　ア　地域密着型のサービスを中心とした在宅ケアの基盤整備に重点を置き、住み慣れた地域で生活が継続できる体制づくりに努めます。

　　イ　居宅サービスの充実を図るとともに、在宅での生活が困難になった場合の特定施設等の入居型の施設の確保など、介護の必要な高齢者の状況に応じたサービス提供体制の整備に努めます。
　　ウ　利用者が適切なサービス選択ができるよう、事業者の提供するサービス内容の情報開示の徹底を図るとともに、介護サービス事業所へ介護相談員の派遣を行い、利用者の不満や不安の解消を図るなど、介護サービスの質的な向上に努めます。
（4）生涯現役社会づくりの推進と生活環境の整備

　　ア　高齢者が地域社会の担い手として、地域づくりやボランティア活動等に積極的に参加し、明るく活力ある人生を送れるよう、社会参加の機会を促進するとともに、元気な高齢者が地域活動に積極的に関わっていくことへの支援に努めます。
　　イ　年齢や障害の有無にかかわらず、誰もがともに生活できるよう、公共施設等のユニバーサルデザイン化を推進するとともに、民間の施設においても、人にやさしいまちづくりのためのユニバーサルデザインの普及啓発に努めます。
　　

	障　害　者


１　現状と課題 
本市では、これまで在宅福祉サービスの充実や生活環境の改善など、障害者福祉の推進に努めてきましたが、疾病や交通事故、さらには社会的なストレスなどにより、障害発生の要因が多岐にわたり、高齢化の進行とも相まって、心身に障害があり、日常生活に支援を必要とする人は増加傾向を示しています。

こうした中、国においては、平成15年（2003年）にはこれまでの措置制度から、利用者の主体性や選択性を尊重した「支援費制度」が導入されましたが、就労や社会参加に関する社会環境整備は十分とはいえない状況であったことから、平成18年（2006年）に「障害者自立支援法」が施行され、障害者の地域生活への移行と就労の促進など、自立の支援への取組が重要な課題となっています。

また、障害の有無にかかわらずすべての人々が個人として尊重され、地域の中でともに助け合い、平等に活動できる社会を構築する必要があり、障害者の社会参加を困難にしているさまざまな社会生活上の障壁(バリア)を取り除くとともに、保健・医療、教育、雇用とも連携した総合的な施策の推進が求められています。
２　基本方針 
「光市障害者福祉基本計画及び障害福祉計画」に基づき、リハビリテーションとノーマライゼーションの2つの理念のもと、障害のある人が一人の個人として尊重され、自己の能力を発揮して社会に参加し、生きがいのある生活を送ることができるよう、障害者を社会全体で支援する仕組みを構築します。

（1）制度の周知と市民意識の醸成

「障害者自立支援法」の施行に伴うサービス利用の仕組みを周知するとともに、市民一人ひとりが障害者に対する正しい理解を深め、障害のある人が社会の一員として積極的に活動できる社会環境をつくるため、市民に対する正確な情報提供と福祉教育の充実を図ります。

（2）自立と社会参加の支援と支えあい

各種社会活動やスポーツ・レクリエーション活動等における交流機会の充実や、関係機関及び企業等とも連携を図りながら、障害者雇用の拡充に努めるなど、障害者の積極的な社会参加と市民全体での支えあいの促進を図ります。
　また、障害者の社会参加促進の場として、障害者(児)支援施設の充実に努めます。
（3）利用者主体のサービス利用

利用者主体の選択・自己決定を尊重し、住みなれた家庭や地域で自立した生活が送れるよう、利用者のニーズに応じた身近な障害福祉サービスの提供体制の確保・充実に努めます。
　また、相談体制や学習機会の充実を図り、家庭や地域において障害者が安心して生活を送ることができるよう支援します。
（4）障害のある人への理解を深めるための教育の推進

障害のある人の自立と社会参加を促進するため、学校教育や社会教育の場を通じて、思いやりの気持ちや命を大切にする意識づくりの教育を推進します。
	同 和 問 題


１　現状と課題

本市においては、同和問題の早期解決を市政の最重要課題として位置付け、「光市隣保館運営等審議会」の意見を聞きながら、関係団体等との連携を図り、市民をはじめ関係者の理解と協力を得て、公平性に留意しながら同和問題の解決に向け、総合行政として積極的に関係諸施策を推進してきました。

これらの関係諸施策の推進と市民の理解及び地域住民の努力の結果、生活環境等は大きく改善されました。

また、教育・啓発活動の推進により、市民の同和問題に対する理解も深まり、その成果は全体的には着実に進展してきました。

こうした中、国の特別措置法が、平成14年(2002年)３月をもって失効し、特別対策については終了しました。

今後は、他の地域と同様に、必要とされる施策を一般対策として実施することになりました。

このような状況を踏まえ、本市では、平成17年（2005年）2月、光市隣保館運営等審議会から「同和行政の総括」についての答申が行われ、同審議会は役割を終えたことから、平成17年（2005年）3月に廃止しました。

今後、同和問題は人権課題のひとつとして捉え、「市民一人ひとりの人権が尊重された心豊かな地域社会」の実現を目指し、「基本的人権の尊重」という普遍的視点に立って、引き続き人権教育・啓発活動を積極的に推進することが求められています。

２　基本方針 
施策の推進にあたっては、人権問題という本質から捉えた施策を講じることとし、必要な事業に対しては、これまでの成果が損なわれることのないよう、他の地域と同様に地域の状況や事業の必要性の的確な把握に努めた上で、適宜適切に実施します。また、教育・啓発の推進にあたっては、これまでの取組の中で積み上げられてきた成果と手法への評価を踏まえ、市民一人ひとりの「基本的人権の尊重」という普遍的視点に立って必要な施策の推進に努めます。
（1）人権尊重の視点に立った教育・啓発の推進 
これまでの教育・啓発活動の推進により、市民の同和問題に対する理解は深まり、その成果は着実な進展をみせており、今後は、基本的人権の尊重という普遍的視点に立って、人権教育・啓発活動を積極的に推進します。 
ア 教育の推進 
日本国憲法及び教育基本法の精神にのっとり、基本的人権が尊重されるよう「山口県人権推進指針」や同指針に基づき策定された「人権教育の推進にあたって」、「人権教育推進資料」等を踏まえ、人権教育を総合的かつ効果的に推進します。

イ 啓発の推進 
市民一人ひとりが同和問題に対する正しい理解と認識を深め、残された課題の解決に向けて主体的に取り組むことができるよう、国、県、及び各関係機関等と連携し、人権尊重の視点に立った、研修、情報提供及び広報活動等の幅広い啓発活動を推進します。
	外　国　人


１  現状と課題 
経済や文化のグローバル化、ボーダレス化の進展とともに、わが国に在留する外国人は年々増加しています。

こうした中、本市には、平成21年3月31日現在、アジアを中心に15カ国381人の外国籍住民が暮らしており、その数は増加傾向にあります。

わが国は、昭和54年（1979年）に「国際人権規約」を、平成7年（1995年）に「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する条約」を批准し、外国人の人権及び基本的自由を保障していますが、国際化が地域レベルで広がる中、異なる文化や価値観、生活習慣に対するお互いの理解と認識を深め、人種や言語、宗教による差別を撤廃するとともに、国際感覚豊かな人材の育成に努め、互いに理解しあえる共生の社会を構築することが必要です。

このため、本市においては、民間国際交流組織である「光市国際交流連絡協議会」を中心にさまざまな国際交流活動を行っており、その中でも「国際交流のつどい」は、本市を代表する国際交流イベントとして定着しています。

今後、学校における国際理解のための教育活動を連携させながら、地域社会においても国際交流イベント等を通じて、市民の国際認識、国際理解の促進を図るとともに、外国人が地域の中で安心して暮らせる環境を整備する必要があります。

２  基本方針
異なる文化や価値観・生活習慣に対するお互いの理解と認識を深め、地域社会の構成員として共に生きていく、共生の社会づくりに向け、啓発活動や交流活動による相互理解の促進に努めます。
（1）国際交流事業の充実

光市国際交流連絡協議会等を中心に、外国人との交流の場づくりを推進するとともに、交流活動等を通じて、市民の国際感覚の醸成に努めます。また、異なる文化や価値観、生活習慣などに対するお互いの理解と認識を深め、外国人が地域の中で安心して暮らせる環境づくりに努めます。

（2）国際理解教育の充実

日本と外国の文化の違いやその背景について調査・研究をする活動を通して、国際間の協調の重要性について考える機会の充実に努めます。

（3）外国語活動の充実

外国語を学ぶことによって、言語や文化について体験的に理解を深め、進んでコミュニケーションを図ろうとする態度の育成に努めます。

	 感染症患者等


１  現状と課題 
エイズ等の感染症については、病気に対する正しい知識、理解が十分に普及されていないことから、感染者・患者等に対する偏見や差別が存在しています。今後は、感染症患者の人権を重視した正しい知識の普及と正しい情報提供が必要です。
２  基本方針

感染症などに対する偏見や差別を解消するため、正しい知識の普及啓発を推進します。また、関係機関と密接な連携を図り、発生の予防と相談・支援体制の整備に努めます。

（1）HIV感染症に対する正しい知識の普及啓発の推進等
「エイズ予防月間」や「世界エイズデー」等の機会を通じて、エイズに関する正しい知識の普及啓発を推進します。また、HIV感染者が若年層に広がる傾向があることから、学校や関係機関等と協力して思春期事業を推進します。
（2）さまざまな感染症に対する正しい知識の普及啓発の推進

あらゆる機会を通じて感染症に関する正しい知識の普及に努めるとともに、人権に配慮した予防・まん延防止対策を推進します。

	ハンセン病問題


１  現状と課題 
「らい予防法」による隔離政策がとられたため、ハンセン病患者とその家族はいわれのない偏見や差別を受けてきました。
平成8年（1996年）3月「らい予防法」が廃止されましたが、今後とも、正しい知識の普及と正しい情報提供が必要です。

２  基本方針
偏見や差別を解消するため、「ハンセン病を正しく理解する週間」等の機会を通じて、ハンセン病に関する正しい知識の普及啓発を推進します。
	罪や非行を犯した人


１　現状と課題

罪や非行を犯した人が罪をつぐない、地域社会の一員として立ち直ろうとしているのに、地域社会においては、誤った認識や偏見から、就労問題や住居等の確保が困難など、社会復帰を目指す人たちにとって現実は極めて厳しい状況にあります。再出発を誓って地域社会に戻り、立ち直るためには、地域の方々の温かい支えを必要とします。

また、生活の安定のためには求職活動を必要としますが、保護観察対象者などの前歴があるためになかなか就職困難な状況にあります。このような状況の中、前歴にこだわらず積極的に雇用することで立ち直りを支援する民間の協力雇用主の支援は大きな支えとなっています。

２　基本方針
罪や非行を犯した人が地域社会の一員として円滑な生活を営むことができるようにするためには、本人の強い更生意欲と併せて家族、職場、学校、地域社会など周囲の人々の理解と協力が欠かせません。また、人権に配慮し、同じ地域社会の一員として温かく迎えることが必要です。
罪や非行を犯した人に対する偏見をなくし、社会復帰に向けた自立を支援するため、関係機関等と連携・協力して啓発活動を推進します。

	その他の人権問題


○　プライバシーの保護
プライバシーを巡る問題は、基本的人権に関わる重要な問題であり、個人に関する情報は最大限に保護される必要があることから、国においては、平成15年(2003年)に「個人情報の保護に関する法律」が施行され、県においては、平成14年(2002年)に、「山口県個人情報保護条例」が施行されました。

本市においても、平成16年(2004年)に、個人情報の取扱いについての基本的な事項を定めるとともに、市が保有する個人情報の開示請求権等について定めた「光市個人情報保護条例」を施行するなど、個人情報の保護を図っています。

○　インフォームド・コンセントの推進
医療行為の過程で、医療従事者は、患者の立場を尊重して患者に対する情報提供を十分に行い、患者の理解や同意のもとに検査や治療を行うことが重要です。
このため、特に、入院患者に対しては、入院の原因となった傷病名や主要な症状、治療に関する計画等を記載した書面を作成し、入院患者・家族への交付及び適切な説明が行われるようにすることとされています。
今後とも、十分な患者への説明・診療情報の提供により、患者の理解と同意、いわゆるインフォームド・コンセントのもとに検査や治療を行うことが一層推進され、患者自身が主体的に治療を選択し、安心して治療が受けられるよう、医療従事者への指導や市民への普及啓発を行い、医療従事者と患者との信頼関係に基づく適切な医療の確保に努めます。
○　インターネットによる人権侵害
インターネットなど情報通信メディアによる差別的な情報の掲示やホームページへの人権を侵害する書き込みが行われるなどの行為が増加しており、プライバシーに関する不安も高まっています。
こうした状況を踏まえ、国においては、平成１４年(2002年)５月に「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律(プロバイダー責任制限法)」の施行により、ホームページの掲示板等における権利の侵害に対し、侵害情報を削除する措置を管理者等に促し被害者救済を図ることとし、また､平成17年(2005年)４月の「個人情報保護法」の全面施行に際し、電気通信事業者等に対する個人情報の取扱いのルールをガイドラインの形で示すなど、インターネット上の人権侵害への対策を進めています。
しかしながら、依然として、基本的人権を侵害する書き込みなどが後を絶ちません。また、近年、インターネットを介して大量の個人情報が流出するなどの事件が多発しています。
このため、本市においては、このような人権侵害行為に対しては、関係機関との連携を図りながら適切に対応していきます。  
一方、子どもたちが有害情報に接触したり、犯罪に巻き込まれたりする現状を受けて、総務省は、18歳未満の子どもの携帯電話から出会い系サイトなどの有害サイトへの接続を制限するフィルタリングサービスを導入して販売するよう関係業者に対し要請しました。今後、関係機関と連携して、ネット社会に対応できる健全な青少年の育成に努めます。

○　犯罪被害者の保護
犯罪被害者等の権利利益を保護することを目的とした施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成１７年(2005年)４月に「犯罪被害者等基本法」が施行され、同年１２月には、この法律に基づく「犯罪被害者等基本計画」が閣議決定されました。
犯罪の被害者等は、生命、身体、財産上の直接的な被害だけでなく、被害に遭ったことによる精神的ショック、風評等による不快感やストレスなど、さまざまな二次的被害に苦しめられていることから、犯罪被害者等を社会全体で途切れることなく支えていくことが強く求められています。
こうした現状を踏まえ、犯罪被害者等の権利利益を守るため、関係機関や各種団体等が連携を密にし、官民一体となって、総合的かつ効果的な啓発活動を推進します。

○　拉致問題
北朝鮮当局による日本人の拉致問題は、基本的人権にかかわる極めて重大な問題であり、その早期解決のためには、国民的課題として、国と地方公共団体が足並みを揃え、一体となって世論の啓発等に取り組んでいくことが重要であり、平成18年（2006年）6月に「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」が施行されました。本市においては、県や関係機関とも密接に連携し、在日朝鮮人の人々に対する嫌がらせなどの二次的被害が生じないよう配慮しながら、啓発活動を実施するなど、市民の理解の促進と世論の喚起に取り組みます。

○　その他
このほか、ストーカー行為、環境問題、自己決定権等新たな課題の解決のための方策について検討するとともに、適宜対応します。

３　人権尊重の業務遂行と研修の推進

すべての職員は、人権教育・啓発の主体を担うとともに、人権が確立された社会の実現に向けたリ－ダ－としての役割を求められています。そのためには、職員自らが自己研鑽に努めることにより人権意識の高揚を図り、常に人権尊重の視点に立った取組を行い、たえず問題意識をもって主体的に業務に取り組む必要があります。

このため、市におけるあらゆる行政分野で、人権尊重の理念を基礎とした取組を積極的に推進します。

（1）市行政の推進に当たっては、常に人権の尊重を行動基準とします。

（2）人権尊重の視点に立った業務の点検・見直し、適正な情報の公開、人権を重んじた接遇、公正・公平な取り扱いなど常に人権尊重を念頭に置いた取組を推進します。

（3）職員一人ひとりが、豊かな人権感覚や人権意識の高揚を図り、人権尊重の視点に立った業務の遂行と、人権行政のリ－ダ－としての自覚がもてるよう、効果的な職員研修の方策を検討します。

また、教員、福祉及び医療等の業務従事者は、児童生徒、施設利用者、患者等の人権の重要性を認識し、人権意識の高揚を図るための効果的な研修の充実に努めます。

（4）各職場において、基本計画、行動計画等の策定やその見直しに当たっては、この基本方針の基本理念やキーワードを尊重した施策の策定に努めます。
４　人権擁護の推進

人権相談は、人権問題に悩む相談者に対し、適切な助言等を通じて、人権侵害の発生や拡大を防止し、当事者による紛争解決を促すなどそれ自体が有効な救済手法のひとつです。

このため、人権擁護機関等の相談機関相互のネットワ－ク化、相談窓口体制の充実、相談担当職員の資質向上を図るための研修の充実など、人権の救済に向けた体制づくりを推進します。

（1）相談窓口体制の充実

ア　人権擁護委員による相談体制を充実します。

イ　子どもの人権110番や女性の人権ホットライン等の専用電話による相談体制を充実します。

ウ　社会福祉施設等の利用者に対する相談体制を充実します。

エ　子どもたちの学校内や日常生活における悩みごとに対して、人権擁護委員の
「子どもの人権ＳＯＳミニレタ－」による相談体制を充実します。

オ　「全国一斉『人権擁護委員の日』における相談体制を充実します。

カ　市の広報誌やホームページなどのさまざまな広報媒体を通じ、相談窓口機関等に関する情報の提供を推進します。

キ　人権に関するさまざまな相談に的確に対応するため、相談機関のネットワ－ク化の調査研究を検討します。

ク　人権相談に対応する相談員の資質向上を図るための研修を充実します。

（2）救済・保護の推進

国の人権擁護推進審議会答申（平成13年（2001年）５月）に基づく、人権救済制度創設の状況を踏まえ、国や県における新たな人権救済制度も視野に入れながら、相談機能の充実や関係機関とのネットワ－クの強化を図り、人権が侵害されている状況から被害者に対し、実効性の高い救済・保護の手法等について検討します。

５　指導者の育成

人権教育及び啓発活動の推進に当たっては、家庭や地域等において人権意識の高揚をめざした取組がさらに充実したものとなるよう、効果的な指導や適切な助言を行う指導者を育成することが必要です。人権問題に対する正しい認識と指導力を備えた指導者の育成と資質向上に努めるとともに、学習会や研修会等への自主的、意欲的な参加が得られるよう、学習機会の充実に努めます。

+
第5章　基本方針の推進にあたって

１　基本方針の推進

この方針のめざす「市民一人ひとりの人権が尊重された心豊かな地域社会」の実現のためには、市民、家庭、企業及び職場、学校、民間団体等においてもそれぞれ果たす役割があり、行政との理解と協力のもとに活動（協働）していく必要があります。
（1）市民との共創と協働による基本方針の推進

ア 市民の取組

市民一人ひとりが、自らの人権のみならず、他人の人権についても十分配慮し、相互に尊重することが大切です。また、さまざまな人権問題を正しく理解するために、自主的な取組をしましょう。

イ 家庭の取組

家庭は家族とのふれあいを通して、善悪の判断や生命の尊重など人権意識の基本的な学習の場として、また、人格の基礎の形成など重要な役割を果たしています。家庭内での話し合いなど、人権問題を正しく理解するための、自主的な取組をしましょう。

ウ 地域社会の取組

地域住民が人権問題に対する認識を深め人権意識の高揚を図るための自主的な取組をしましょう。 
エ 民間団体等の取組

　　 　人権に関する啓発活動や相談活動などの自主的な取組をしましょう。

オ 企業や職場の取組

企業や職場における人権意識の向上を図るとともに、企業内研修の充実など、人権尊重への自主的な取組が求められます。
カ 学校の取組

子どもの発達段階に即し、学校の教育活動を通して人権尊重の意識を高め、一人ひとりを大切にする教育の組織的・計画的な取組が求められています。
キ 市の取組

市は、県や関係機関等と密接な連携を図り、地域に密着したきめ細かい人権教育・人権啓発活動の推進を図るとともに、地域社会で行われる市民の自主的な学習活動が図られるよう、環境整備に向けた積極的な支援をするなどの役割を果たします。

（2）推進体制の充実強化

ア 「光市人権施策推進審議会」の設置（平成19年10月1日条例施行）による推進体制の充実・強化
人権施策の推進にあたり、市民、団体、事業者等と行政がともに考え行動していくために「光市人権施策推進審議会」を設置した。

イ 「光市人権施策推進連絡会議」の設置（平成17年10月1日要綱施行）による推進体制の充実・強化
人権施策を総合的に推進するための全庁的な組織として設置したもので、幅広い人権課題に対応するために総合行政として取り組むとともに、人権施策推進審議会や人権教育推進協議会との連携を密にし、積極的な人権教育及び啓発の推進に努めます。
ウ 「光市人権教育推進協議会」の設置による推進体制の充実・強化

人権教育の総合的かつ効果的な推進を図るための組織として設置したもので、人権施策推進審議会での意見や提言を尊重し、積極的な人権教育の推進に努めます。

（3）調査・研究の充実と情報提供

光市人権施策推進審議会において、人権施策の推進に反映させるための調査・研究・協議を行うとともに、積極的な情報の収集や提供に努めます。

（4）国、県及び関係機関等との連携

ア この基本方針に基づき、人権施策に関する総合的かつ効果的な取組の推進にあたっては、国、県、市民、団体及び企業等との連携と協力のもと取組を推進します。

イ 周南人権啓発活動地域ネットワ－ク協議会は、山口地方法務局周南支局、周南支局管内の市・町、周南人権擁護委員協議会によって構成され、それぞれの役割に応じて相互に連携・協力関係を確立しており、本市においても同地域内における人権啓発活動の総合的かつ効果的な推進を担当するなどの役割を果たします。
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